
６産労農水第 884 号 

 

東京海区漁業調整委員会 

 

 漁業法(昭和 24 年法律第 267 号)第 119 条第８項及び水産資源保護法(昭和 26 年法律第

313 号)第４条第７項の規定に基づき、東京都漁業調整規則(昭和 40 年東京都規則第 160

号)の一部を別紙のとおり改正することの可否について、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

   令和６年７月２日 

 

 

                      東京都知事 小 池 百 合 子 

                            （ 公 印 省 略 ）  
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東京都漁業調整規則改正について（概要） 

 
1. 改正項目 

漁業法改正に伴う該当箇所の手当について（第 47 条第２項） 
 
2. 改正概要 

漁業法及び特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法
律第 66 号）が令和６年６月 26 日に公布され、このうち、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 52 条に
１項を加える改正規定は令和６年７月 16 日に施行される。 

 当該改正規定の内容は、水産資源の持続的な利用を確保するため、衛星船位測定送信機等の備付け及
び操業期間中等の当該電子機器等の常時作動を命じられた者は、通信の妨害その他当該命令に係る電子
機器の機能を損なう行為をしてはならないこと等を新たに規定するものである。 

 東京都漁業調整規則（昭和 40 年東京都規則第 160 号。以下「規則」という。）の当該改正については、
漁業法に規定されている条項であるが、一連の手続や規制の内容について、漁業者等が適切に理解でき
るよう確認的に記載するものである。なお、罰則については、規則ではなく漁業法第 195 条第３項で規定
されている。 

 

3. 改正内容 
 規則第 47 条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による命令を受けた者は、通信の妨害その他の当該命令に係る電子機器の機能を損なう
行為をしてはならない。 

 

4. 施行期日 
公布の日から施行する。 

 
 
 

別紙 2 

-3-



- 1 - 

●●県漁業調整規則の一部を改正する規則新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 
新 旧 

第●条 知事は、国際的な枠組みにおいて決定された措置の履行その他漁

業調整のため特に必要があると認めるときは、第四条第一項又は第三十

二条第一項の許可を受けた者に対し、衛星船位測定送信機（人工衛星を 

利用して船舶の位置の測定及び送信を行う機器であって、次の各号に掲

げる基準に適合するものをいう。）を当該許可を受けた船舶に備え付け、

かつ、操業し、又は航行する期間中は当該電子機器を常時作動させるこ 
とを命ずることができる。 
一～三 （略） 

２ 前項の規定による命令を受けた者は、通信の妨害その他の当該命令に

係る電子機器の機能を損なう行為をしてはならない。 

 

第●条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者

は、六月以下の拘禁刑若しくは十万円以下の罰金に処し、又はこれを併 

第●条 知事は、国際的な枠組みにおいて決定された措置の履行その他漁

業調整のため特に必要があると認めるときは、第四条第一項又は第三十

二条第一項の許可を受けた者に対し、衛星船位測定送信機（人工衛星を

利用して船舶の位置の測定及び送信を行う機器であって、次の各号に掲

げる基準に適合するものをいう。）を当該許可を受けた船舶に備え付け、

かつ、操業し、又は航行する期間中は当該電子機器を常時作動させるこ

とを命ずることができる。 
一～三 （略） 

（新設） 
 
 
第●条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役若しくは十

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

水産庁作成資料（都道府県漁業調整規則新旧対照表案） 
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一 第三十四条第一項、第三十五条から第四十条まで、第四十一条第

一項若しくは第三項、第四十二条から第四十五条まで、第四十七条

第一項、第四十八条第一項又は第四十九条の規定に違反したとき。 

二 第三十二条第四項若しくは第五項、第三十四条第十三項において

準用する第十三条第一項若しくは第二項又は第四十八条第三項の規

定により付けた条件に違反したとき。 

三 第二十三条第一項（第三十二条第十一項及び第三十四条第十三項

において準用する場合を含む。）、第三十二条第八項、第三十四条第

十三項において準用する第二十二条第二項、第四十七条第二項又は

第五十二条第一項の規定に基づく命令に違反したとき。 

２ （略） 

 

第●条 第二十五条第一項（第三十二条第十一項及び第五十条第八項に

おいて準用する場合を含む。）、第三十一条、第三十四条第十項又は第

四十六条第一項の規定に違反したときは、当該違反行為をした者は、

科料に処する。 

 

一 第三十四条第一項、第三十五条から第四十条まで、第四十一条第

一項若しくは第三項、第四十二条から第四十五条まで、第四十七条

第一項、第四十八条第一項又は第四十九条の規定に違反した者 

二 第三十二条第四項若しくは第五項、第三十四条第十三項において

準用する第十三条第一項若しくは第二項又は第四十八条第三項の規

定により付けた条件に違反した者 

三 第二十三条第一項（第三十二条第十一項及び第三十四条第十三項

において準用する場合を含む。）、第三十二条第八項、第三十四条第

十三項において準用する第二十二条第二項、第四十七条第二項又は

第五十二条第一項の規定に基づく命令に違反した者 

２ （略） 

 

第●条 第二十五条第一項（第三十二条第十一項及び第五十条第八項に

おいて準用する場合を含む。）、第三十一条、第三十四条第十項又は第

四十六条第一項の規定に違反した者は、科料に処する。 

 

 附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第●条第●項の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める部分に限る。）は、令和７年６月１日から

施行する。 

２ 前項ただし書に係る改正規定の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 
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法律第六十六号（令六・六・二六） 

  ◎漁業法及び特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律の一部を改正する

法律 

 （漁業法の一部改正） 

第一条 漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第百八十八条」を「第百八十九条」に、「第百八十九条－第百九十八条」を

「第百九十条－第二百一条」に改める。 

  第十三条第一項中「この条」を「この章」に改める。 

  第二十六条第一項中「特定水産資源」の下に「（次項に規定する特別管理特定水産資

源を除く。）」を加え、同条第二項中「前項」を「前二項」に改め、同項を同条第三項

とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 年次漁獲割当量設定者は、漁獲割当管理区分において、特定水産資源のうち、個体

の経済的価値が高く、かつ、国際的な枠組み、資源評価、個体の取引状況その他の事

情を勘案して特に厳格な漁獲量の管理を行う必要があると認められるものとして農林

水産省令で定めるもの（以下この章及び第二百条第一号において「特別管理特定水産

資源」という。）の採捕をしたときは、農林水産省令で定める期間内に、農林水産省

令又は規則で定めるところにより、採捕をした個体の数、漁獲量その他漁獲の状況に

関し農林水産省令で定める事項を、当該漁獲割当管理区分が大臣管理区分である場合

には農林水産大臣、知事管理区分である場合には当該知事管理区分に係る都道府県知

事に報告するとともに、農林水産省令で定めるところにより、当該採捕に係る船舶等

の名称及び個体ごとの重量その他の農林水産省令で定める事項に関する記録を作成し、

その報告をした日から農林水産省令で定める期間保存しなければならない。 

  第二十七条中「第二十五条第二項」を「、第二十五条第二項」に、「は、当該採捕」

を「、又は前条第二項の規定に違反して採捕した特別管理特定水産資源について報告を

せず、若しくは虚偽の報告をし、かつ、当該違反行為を引き続きするおそれがあるとき

は、当該採捕若しくは当該違反行為」に改める。 

  第三十条第一項中「おいて特定水産資源」の下に「（特別管理特定水産資源を除く。

以下この項において同じ。）」を加え、同条第二項中「前項」を「前二項」に改め、同

項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 漁獲割当管理区分以外の管理区分において特別管理特定水産資源の採捕をする者は、

特別管理特定水産資源の採捕をしたときは、農林水産省令で定める期間内に、農林水

産省令又は規則で定めるところにより、当該特別管理特定水産資源の個体の数及び漁

獲量その他漁獲の状況に関し農林水産省令で定める事項を、当該管理区分が大臣管理

区分である場合には農林水産大臣、知事管理区分である場合には当該知事管理区分に

係る都道府県知事に報告するとともに、農林水産省令で定めるところにより、当該採

捕に係る船舶等の名称及び個体ごとの重量その他の農林水産省令で定める事項に関す

参考資料
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る記録を作成し、その報告をした日から農林水産省令で定める期間保存しなければな

らない。 

  第三十四条中「都道府県知事は、」の下に「漁獲割当管理区分以外の管理区分におい

て特別管理特定水産資源の採捕をする者が第三十条第二項の規定に違反して採捕した特

別管理特定水産資源について報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、かつ、当該違反行

為を引き続きするおそれがあるとき、又は」を、「ときは、」の下に「当該違反行為若

しくは」を加える。 

  第五十二条第一項ただし書中「第二十六条第一項」及び「第三十条第一項」の下に

「若しくは第二項」を加え、同条に次の一項を加える。 

 ３ 前項の規定による命令を受けた者は、通信の妨害その他の当該命令に係る電子機器

の機能を損なう行為をしてはならない。 

  第九十条第一項ただし書中「第二十六条第一項」及び「第三十条第一項」の下に「若

しくは第二項」を加える。 

  第百二十一条第一項中「第百八十三条」を「第百八十四条」に改める。 

  第百三十二条第一項中「第百八十九条」を「第百九十条」に改める。 

  第百九十八条を第二百一条とする。 

  第百九十七条中「第百八十九条から第百九十一条まで、第百九十三条、第百九十五条

第一項又は前条第一号若しくは第二号」を「次の各号に掲げる規定」に、「又は人に対

し、」を「に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して」に改め、同条に次の

各号を加える。 

  一 第百九十一条第一号（特別管理特定水産資源に係る部分に限る。）若しくは第二

号（特別管理特定水産資源に関してされた第二十七条、第三十三条又は第三十四条

の規定による命令に係る部分に限る。）又は第百九十二条 一億円以下の罰金刑 

  二 第百九十条、第百九十一条（前号に掲げる規定に係る部分を除く。）、第百九十

三条、第百九十五条、第百九十七条第一項、第百九十八条又は前条第一項 各本条

の罰金刑 

  第百九十七条を第二百条とする。 

  第百九十六条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条第一

号中「者」を「とき。」に改め、同条第二号中「基づく」を「よる」に、「者」を「と

き。」に改め、同条第三号を削り、同条に次の一項を加える。 

 ２ 漁場又は漁具その他水産動植物の採捕若しくは養殖の用に供される物の標識を移転

し、汚損し、又は損壊した者は、十万円以下の罰金に処する。 

  第百九十六条を第百九十九条とする。 

  第百九十五条第一項中「者」を「ときは、当該違反行為をした者」に改め、同条を第

百九十七条とし、同条の次に次の一条を加える。 

 第百九十八条 第二十六条第二項又は第三十条第二項の規定に違反して、記録を作成せ
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ず、若しくは虚偽の記録を作成し、又は記録を保存しなかつたときは、当該違反行為

をした者は、五十万円以下の罰金に処する。 

  第百九十四条中「第百八十九条」を「第百九十条」に、「第百九十一条」を「第百九

十三条」に、「前条第三号」を「前条第五号」に改め、同条を第百九十六条とする。 

  第百九十三条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条第一

号中「者」を「とき。」に改め、同条第七号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条

第九号とし、同条第六号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第八号とし、同条第

五号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第七号とし、同条第四号中「者」を「と

き。」に改め、同号を同条第六号とし、同条第三号中「者」を「とき。」に改め、同号

を同条第五号とし、同条第二号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第四号とし、

同条第一号の次に次の二号を加える。 

  二 第五十二条第二項（第五十八条において準用する場合を含む。）の規定による命

令に違反したとき。 

  三 第五十二条第三項（第五十八条において準用する場合を含む。）の規定に違反し

たとき。 

  第百九十三条を第百九十五条とする。 

  第百九十二条中「前三条」を「第百九十条、第百九十一条又は前条」に改め、同条を

第百九十四条とする。 

  第百九十一条中「基づく」を「よる」に、「者」を「ときは、当該違反行為をした

者」に改め、同条を第百九十三条とする。 

  第百九十条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条各号中

「者」を「とき。」に改め、同条を第百九十一条とし、同条の次に次の一条を加える。 

 第百九十二条 第二十六条第二項又は第三十条第二項の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をしたときは、当該違反行為をした者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以

下の罰金に処する。 

  第百八十九条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条各号

中「者」を「とき。」に改め、同条を第百九十条とし、第九章中第百八十八条を第百八

十九条とし、第百八十四条から第百八十七条までを一条ずつ繰り下げる。 

  第百八十三条の前の見出しを削り、同条を第百八十四条とし、同条の前に見出しとし

て「（管轄の特例）」を付し、第百八十二条を第百八十三条とし、第百七十九条から第

百八十一条までを一条ずつ繰り下げる。 

  第百七十八条第一項中「前条第十四項」を「第百七十七条第十四項」に改め、同条を

第百七十九条とし、第百七十七条の次に次の一条を加える。 

  （漁業者等に関する情報の利用等） 

 第百七十八条 農林水産大臣及び都道府県知事は、その所掌事務の遂行に必要な限度で、

その保有する漁業者又は漁獲物若しくはその製品に関する情報を、その保有に当たつ
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て特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用し、又は相互に提供すること

ができる。 

 ２ 農林水産大臣及び都道府県知事は、その所掌事務の遂行に必要な限度で、関係する

国の行政機関、地方公共団体その他の者に対して、漁業者又は漁獲物若しくはその製

品に関する情報の提供を求めることができる。 

 （特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律の一部改正） 

第二条 特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律（令和二年法律第七十九

号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第二章 特定第一種水産動植物等に関する規制（第三条－第十条）」を 

「 第二章 特定第一種水産動植物等に関する規制  

  第一節 国内流通の規制に関する措置（第三条－第十二条）  

  第二節 輸出の規制に関する措置（第十三条－第三十条） 」 

 に、「第十一条」を「第三十一条」に、「第十二条－第十四条」を「第三十二条－第三

十四条」に、「第十五条－第十八条」を「第三十五条－第四十条」に改める。 

  第一条中「の流通により国内水産資源」を「又は水産資源の保存及び管理のための我

が国の措置に違反した行為に係る水産動植物の流通により水産資源」に、「、違法に採

捕された」を「、これらの」に改める。 

  第二条第一項及び第二項を次のように改める。 

   この法律において「特定第一種水産動植物」とは、水産動植物のうち、次に掲げる

ものをいう。 

  一 国内において違法かつ過剰な採捕（外国漁船（日本船舶以外の船舶であって、漁

ろう設備を有する船舶その他の漁業の用に供されているものをいう。第七項におい

て同じ。）によるものを除く。）が行われるおそれが大きいと認められるもの（次

号に掲げるものを除く。）であって、その資源の保存及び管理を図ることが特に必

要と認められるものとして農林水産省令で定めるもの 

  二 次のイ又はロのいずれかに該当するもの 

   イ 漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）第二十六条第二項に規定する特別

管理特定水産資源（同法の規定による措置のみによって違法かつ過剰な採捕を有

効に防止することができると認められるものとして農林水産省令で定めるものを

除く。） 

   ロ 水産資源の保存及び管理のための我が国の措置に違反する行為が行われるおそ

れが大きいと認められる水産動植物であって、その資源の保存及び管理を図るこ

とが特に必要と認められるものとして農林水産省令で定めるもの 

 ２ この法律において「特定第一種第一号水産動植物」とは、水産動植物のうち前項第

一号に掲げるものをいい、「特定第一種第二号水産動植物」とは、水産動植物のうち

同項第二号に掲げるものをいう。 

-9-



  第二条第六項中「第一項及び第四項」を「第一項第一号並びに第二号イ及びロ並びに

第七項」に改め、同項を同条第九項とし、同条中第五項を第八項とし、第四項を第七項

とし、第三項を第五項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ６ この法律において「適法漁獲等証明書」とは、特定第一種水産動植物等（加工品に

あっては、その原材料である特定第一種水産動植物）が次の各号のいずれかに該当す

る旨を証する農林水産大臣又は第十四条第一項に規定する指定交付機関が交付する証

明書をいう。 

  一 漁業法その他の関係法令の規定による特定第一種第一号水産動植物を採捕する権

限に基づき採捕の事業を行う者によって採捕された特定第一種第一号水産動植物等

であること。 

  二 輸入され、若しくは養殖された特定第一種第一号水産動植物（国内において採捕

された特定第一種第一号水産動植物を用いて養殖されたものを除く。）又はこれら

を原材料とする加工品である特定第一種第一号水産動植物等（以下「輸入・養殖特

定第一種第一号水産動植物等」という。）であること。 

  三 第七条第一項又は第八条第一項の規定により伝達すべき事項を特定することがで

きる特定第一種第二号水産動植物等であること。 

  四 輸入され、若しくは養殖された特定第一種第二号水産動植物又はこれらを原材料

とする加工品である特定第一種第二号水産動植物等（以下「輸入・養殖特定第一種

第二号水産動植物等」という。）であること。 

  第二条第二項の次に次の二項を加える。 

 ３ この法律において「特定第一種水産動植物等」とは、次に掲げるものをいう。 

  一 特定第一種第一号水産動植物及び特定第一種第一号水産動植物を原材料とする加

工品のうちその国内流通の規制に関する措置を講ずることが必要と認められるもの

として農林水産省令で定めるもの 

  二 特定第一種第二号水産動植物及び特定第一種第二号水産動植物を原材料とする加

工品のうちその国内流通の規制に関する措置を講ずることが必要と認められるもの

として農林水産省令で定めるもの 

 ４ この法律において「特定第一種第一号水産動植物等」とは、前項第一号に掲げるも

のをいい、「特定第一種第二号水産動植物等」とは、同項第二号に掲げるものをいう。 

  第二章中第三条の前に次の節名を付する。 

     第一節 国内流通の規制に関する措置 

  第三条の見出し中「特定第一種水産動植物」を「特定第一種第一号水産動植物」に改

め、同条第一項中「特定第一種水産動植物の」を「特定第一種第一号水産動植物の」に、

「特定第一種水産動植物又は」を「特定第一種第一号水産動植物又は」に、「特定第一

種水産動植物等」を「特定第一種第一号水産動植物等」に改め、「（昭和二十四年法律

第二百六十七号）」を削り、「特定第一種水産動植物を」を「特定第一種第一号水産動

-10-



植物を」に改め、同条第三項中「特定第一種水産動植物」を「特定第一種第一号水産動

植物」に改める。 

  第四条中「特定第一種水産動植物又は」を「特定第一種第一号水産動植物又は」に、

「特定第一種水産動植物等に」を「特定第一種第一号水産動植物等に」に、「への譲渡

し」を「（特定第一種第一号水産動植物等の販売、輸出、加工、製造又は提供の事業を

行う者に限る。以下この条から第六条までにおいて同じ。）への譲渡し又は引渡し」に、

「特定第一種水産動植物等の」を「特定第一種第一号水産動植物等の」に、「同条第二

項」を「前条第二項」に改める。 

  第五条の見出し中「おける」の下に「特定第一種第一号水産動植物等に関する」を加

え、同条第一項中「譲り受けた特定第一種水産動植物等」を「譲り受け、又は引き受け

た特定第一種第一号水産動植物等」に、「特定第一種水産動植物等の」を「特定第一種

第一号水産動植物等の」に改め、同条第三項中「特定第一種水産動植物等の」を「特定

第一種第一号水産動植物等の」に改め、同条第四項中「輸入され、若しくは養殖された

特定第一種水産動植物（国内において採捕された特定第一種水産動植物を用いて養殖さ

れたものを除く。）又はこれらを原材料とする加工品である特定第一種水産動植物等

（以下「輸入・養殖水産動植物等」という。）」及び「第四項に規定する輸入・養殖水

産動植物等」を「輸入・養殖特定第一種第一号水産動植物等」に改める。 

  第六条の見出し中「取引」を「特定第一種第一号水産動植物等に関する取引」に改め、

同条第一項中「、特定第一種水産動植物等」を「、特定第一種第一号水産動植物等」に、

「以下」を「以下この項及び第九条において」に、「当該特定第一種水産動植物等」を

「当該特定第一種第一号水産動植物等」に改め、同項ただし書中「特定第一種水産動植

物等」を「特定第一種第一号水産動植物等」に改め、同条第三項中「輸入・養殖水産動

植物等」を「輸入・養殖特定第一種第一号水産動植物等」に改める。 

  第十八条中「前三条」を「第三十五条、第三十七条又は第三十八条」に改め、同条を

第四十条とする。 

  第十七条中「第八条第二項」を「第十一条第二項」に改め、同条を第三十八条とし、

同条の次に次の一条を加える。 

 第三十九条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした指定交付機

関の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 

  一 第二十一条第一項の規定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは

帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。 

  二 第二十一条第二項の規定に違反したとき。 

  三 第二十六条の許可を受けないで交付事務の全部又は一部を休止し、又は廃止した

とき。 

  四 第三十二条第二項の規定による報告若しくは物件の提出をせず、若しくは虚偽の

報告若しくは虚偽の物件の提出をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若

-11-



しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽

の答弁をしたとき。 

  第十六条第一号中「特定第一種水産動植物等」を「特定第一種第一号水産動植物等」

に改め、同条第五号中「第十二条第一項」を「第三十二条第一項」に改め、同号を同条

第七号とし、同条第四号中「第十条第一項」を「第十三条第一項」に改め、同号を同条

第六号とし、同条第三号中「第八条第一項」を「第十一条第一項」に改め、同号を同条

第五号とし、同条第二号中「第七条第三項」を「第十条第四項」に改め、同号を同条第

四号とし、同条第一号の次に次の二号を加える。 

  二 第四条、第五条第一項（同条第四項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）若しくは第三項、第七条第一項又は第八条第一項（同条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定に違反して伝達をせず、又は虚偽の伝達

をしたとき。 

  三 第六条第一項（同条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若し

くは第二項又は第九条の規定に違反して記録を作成せず、若しくは虚偽の記録を作

成し、又は記録を保存しなかったとき。 

  第十六条を第三十七条とする。 

  第十五条中「第十一条」を「第三十一条」に改め、同条を第三十五条とし、同条の次

に次の一条を加える。 

 第三十六条 第二十三条第一項の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、一

年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第四章中第十四条を第三十四条とし、第十三条を第三十三条とする。 

  第十二条第三項中「第一項」の下に「及び第二項」を加え、同項を同条第四項とし、

同条第二項中「前項」を「前二項」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に

次の一項を加える。 

 ２ 農林水産大臣は、この法律の施行に必要な限度において、指定交付機関に対し、そ

の交付事務に関し、必要な報告若しくは帳簿、書類その他の物件の提出を求め、又は

その職員に、指定交付機関の事務所に立ち入り、交付事務の状況若しくは帳簿、書類

その他の物件を検査させ、若しくは従業者その他の関係者に質問させることができる。 

  第十二条を第三十二条とし、第三章中第十一条を第三十一条とする。 

  第十条第一項を次のように改める。 

   特定第一種水産動植物等取扱事業者は、適法漁獲等証明書を添付してあるものでな

ければ、特定第一種水産動植物等を輸出してはならない。 

  第十条第二項中「より」の下に「、申請書に農林水産省令で定める書類を添付して」

を加え、同条第三項中「第一項各号」を「第二条第六項各号」に改め、第二章中同条を

第十三条とし、同条の次に次の十七条を加える。 

  （指定交付機関による交付事務） 
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 第十四条 農林水産大臣は、その指定する者（以下「指定交付機関」という。）に、適

法漁獲等証明書の交付に関する事務（以下「交付事務」という。）の全部又は一部を

行わせることができる。 

 ２ 農林水産大臣は、前項の規定により指定交付機関に交付事務の全部又は一部を行わ

せるときは、適法漁獲等証明書の交付を受けようとする者が確実にその交付を受ける

機会を確保するため特に必要があると認めるときを除き、当該交付事務の全部又は一

部を行わないものとする。 

 ３ 指定交付機関が交付事務を行う場合における前条第二項から第五項までの規定の適

用については、同条第二項中「農林水産大臣」とあるのは「指定交付機関（次条第一

項に規定する指定交付機関をいい、第十五条第一項の規定により一部の交付事務（次

条第一項に規定する交付事務をいう。以下この項において同じ。）の区分に係る指定

を受けた者、第二十六条の規定により交付事務の一部を休止し、若しくは廃止した者、

第二十七条の規定により交付事務の一部の停止を命ぜられた者又は天災その他の事由

により交付事務の一部を実施することが困難となった者にあっては、当該特定第一種

水産動植物等に係る交付事務を行うことができるものに限る。以下この条において同

じ。）」と、同条第三項及び第四項中「農林水産大臣」とあるのは「指定交付機関」

と、同条第五項中「農林水産大臣」とあるのは「農林水産大臣（第二号の場合にあっ

ては、指定交付機関）」とする。 

  （指定） 

 第十五条 前条第一項の規定による指定（以下「指定」という。）は、農林水産省令で

定める区分ごとに、農林水産省令で定めるところにより、交付事務を行おうとする者

の申請により行う。 

 ２ 前項の申請は、当該申請をする者の名称、住所及び交付事務を行う事務所の所在地

その他農林水産省令で定める事項を記載した申請書を農林水産大臣に提出してしなけ

ればならない。 

  （欠格条項） 

 第十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができない。 

  一 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

  二 第二十七条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しな

い者 

  三 法人であって、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があ

るもの 

  （指定の基準） 

 第十七条 農林水産大臣は、第十五条第一項の規定により指定の申請をした者が次の各

号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、その指定をしてはならない。 
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  一 当該申請に係る交付事務を適正かつ確実に実施することができる経理的基礎及び

技術的能力を有するものであること。 

  二 法人にあっては、その役員又は法人の種類に応じて農林水産省令で定める構成員

の構成が、交付事務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

  三 交付事務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって交付事

務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

  （指定の更新） 

 第十八条 指定は、三年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、

その期間の経過によって、その効力を失う。 

 ２ 前三条の規定は、前項の指定の更新について準用する。 

  （変更の届出） 

 第十九条 指定交付機関は、その名称、住所又は交付事務を行う事務所の所在地を変更

しようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を農林水産大臣

に届け出なければならない。 

  （交付事務規程） 

 第二十条 指定交付機関は、交付事務に関する規程（以下「交付事務規程」という。）

を定め、交付事務の開始前に、農林水産大臣の認可を受けなければならない。これを

変更しようとするときも、同様とする。 

 ２ 交付事務規程で定めるべき事項は、農林水産省令で定める。 

 ３ 農林水産大臣は、第一項の認可の申請に係る交付事務規程が交付事務の適正かつ確

実な実施を確保するために必要なものとして農林水産省令で定める基準に適合してい

ると認めるときは、その認可をするものとする。 

 ４ 農林水産大臣は、第一項の認可に係る交付事務規程が前項の農林水産省令で定める

基準に適合しなくなったと認めるときは、指定交付機関に対し、その交付事務規程を

変更すべきことを命ずることができる。 

  （帳簿の記載等） 

 第二十一条 指定交付機関は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿を備え、適法

漁獲等証明書の交付に関し農林水産省令で定める事項を記載し、これを保存しなけれ

ばならない。 

 ２ 指定交付機関は、農林水産省令で定めるところにより、適法漁獲等証明書の交付を

受けようとする者から提出された申請書及び第十三条第二項の農林水産省令で定める

書類を保存しなければならない。 

  （情報提供の求め） 

 第二十二条 指定交付機関は、国、都道府県その他の官公署に対し、交付事務を行うた

めに必要な情報の提供を求めることができる。 

 ２ 農林水産大臣又は都道府県知事は、指定交付機関が交付事務を適正かつ確実に実施
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するために必要な限度において、その保有する特定第一種水産動植物等取扱事業者に

関する情報を提供することができる。 

  （秘密保持義務等） 

 第二十三条 指定交付機関の役員（法人でない指定交付機関にあっては、当該指定を受

けた者。次項及び第三十九条において同じ。）若しくは職員又はこれらの職にあった

者は、交付事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 ２ 交付事務に従事する指定交付機関の役員又は職員は、刑法（明治四十年法律第四十

五号）その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

  （適合命令） 

 第二十四条 農林水産大臣は、指定交付機関が第十七条各号のいずれかに適合しなくな

ったと認めるときは、当該指定交付機関に対し、これらの規定に適合するため必要な

措置をとるべきことを命ずることができる。 

  （改善命令） 

 第二十五条 農林水産大臣は、指定交付機関が第十四条第三項の規定により読み替えて

適用する第十三条第三項の規定に違反していると認めるときその他交付事務の適正か

つ確実な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該指定交付機関に対し、

交付事務を行うべきこと又は交付事務の実施の方法その他の業務の方法の改善に関し

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

  （事務の休廃止） 

 第二十六条 指定交付機関は、農林水産省令で定めるところにより、農林水産大臣の許

可を受けなければ、交付事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 

  （指定の取消し等） 

 第二十七条 農林水産大臣は、指定交付機関が次の各号のいずれかに該当するときは、

その指定を取り消し、又は期間を定めて交付事務の全部若しくは一部の停止を命ずる

ことができる。 

  一 第十六条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

  二 第十九条、第二十一条又は前条の規定に違反したとき。 

  三 第二十条第一項の認可を受けた交付事務規程によらないで交付事務を行ったとき。 

  四 第二十条第四項、第二十四条又は第二十五条の規定による命令に違反したとき。 

  五 不正の手段により指定（第十八条第一項の指定の更新を含む。）を受けたとき。 

  （交付事務の引継ぎ等） 

 第二十八条 次に掲げる場合であって、農林水産大臣が交付事務の全部又は一部を自ら

行う場合における交付事務の引継ぎその他の必要な事項については、農林水産省令で

定める。 

  一 指定交付機関が第二十六条の許可を受けて交付事務の全部又は一部を休止し、又

は廃止した場合 
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  二 前条の規定により指定を取り消し、又は指定交付機関に対し交付事務の全部若し

くは一部の停止を命じた場合 

  三 指定交付機関が天災その他の事由により交付事務の全部又は一部を実施すること

が困難となった場合 

  （公示） 

 第二十九条 農林水産大臣は、指定をしたときは、当該指定に係る指定交付機関の名称、

住所及び交付事務を行う事務所の所在地並びに指定に係る交付事務の区分を公示する

ものとする。 

 ２ 農林水産大臣は、次に掲げる場合には、その旨を公示するものとする。 

  一 第十九条の規定による届出があったとき。 

  二 第二十六条の許可をしたとき。 

  三 第二十七条の規定により指定を取り消し、又は交付事務の全部若しくは一部の停

止を命じたとき。 

  四 農林水産大臣が交付事務の全部若しくは一部を自ら行うこととするとき、又は自

ら行っていた交付事務の全部若しくは一部を行わないこととするとき。 

  （指定交付機関がした処分等に係る審査請求） 

 第三十条 指定交付機関が行う適法漁獲等証明書の交付に係る処分又はその不作為につ

いて不服がある者は、農林水産大臣に対し、審査請求をすることができる。この場合

において、農林水産大臣は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十

五条第二項及び第三項、第四十六条第一項及び第二項並びに第四十九条第三項の規定

の適用については、指定交付機関の上級行政庁とみなす。 

  第九条を第十二条とし、同条の次に次の節名を付する。 

     第二節 輸出の規制に関する措置 

  第八条第一項中第三号を削り、第四号を第三号とし、同条を第十一条とする。 

  第七条第二項中「前二条」を「第五条第一項（同条第四項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）若しくは第三項、第六条第一項（同条第三項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）若しくは第二項、第八条第一項（同条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）又は前条」に改め、同条第三項中「又は前項」を「、

第二項」に、「が、」を「又は前項に規定する勧告を受けた特定第一種第二号水産動植

物採捕事業者が、」に、「又は当該」を「、当該」に、「に対し」を「又は当該特定第

一種第二号水産動植物採捕事業者に対し」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項

の次に次の一項を加える。 

 ３ 農林水産大臣は、特定第一種第二号水産動植物採捕事業者が第七条第一項の規定を

遵守していないと認めるときは、当該特定第一種第二号水産動植物採捕事業者に対し、

必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。 

  第七条を第十条とし、第六条の次に次の三条を加える。 
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  （特定第一種第二号水産動植物採捕事業者による情報の伝達） 

 第七条 特定第一種第二号水産動植物の採捕の事業を行う者であって、自らが採捕した

特定第一種第二号水産動植物又はこれを原材料とする加工品である特定第一種第二号

水産動植物等の譲渡しの事業を行うもの（以下「特定第一種第二号水産動植物採捕事

業者」という。）は、これらの特定第一種第二号水産動植物等について他の特定第一

種水産動植物等取扱事業者（特定第一種第二号水産動植物等の販売、輸出、加工、製

造又は提供の事業を行う者に限る。以下この条から第九条までにおいて同じ。）への

譲渡し又は引渡しをするとき（当該引渡しの相手方に自らが採捕した特定第一種第二

号水産動植物の計量の委託をしている場合にあっては、譲渡しをするとき）は、農林

水産省令で定めるところにより、その包装、容器又は送り状への表示その他の方法に

より、これらの特定第一種第二号水産動植物等の名称、これらの特定第一種第二号水

産動植物等（加工品にあっては、その原材料である特定第一種第二号水産動植物）の

採捕に使用した船舶等（漁業法第八条第三項に規定する船舶等をいう。次条第一項に

おいて同じ。）の名称及び採捕後、譲渡し、引渡し又は加工をする時までの間に計量

した重量その他農林水産省令で定める事項を、当該他の特定第一種水産動植物等取扱

事業者に伝達しなければならない。 

 ２ 前項の場合において、特定第一種第二号水産動植物採捕事業者が譲渡し又は引渡し

をする特定第一種第二号水産動植物等について、同項の規定により伝達すべき事項を

当該譲渡し又は引渡しの相手方が知ることができるようにする措置として農林水産省

令で定めるものがとられている場合であって、当該特定第一種第二号水産動植物採捕

事業者が、農林水産省令で定めるところにより、当該事項を知ることができる方法を

当該相手方に伝達したときは、当該特定第一種第二号水産動植物採捕事業者は、同項

の規定による伝達をしたものとみなす。 

  （特定第一種水産動植物等取扱事業者間における特定第一種第二号水産動植物等に関

する情報の伝達） 

 第八条 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、他の特定第一種水産動植物等取扱事業

者から譲り受け、又は引き受けた特定第一種第二号水産動植物等について他の特定第

一種水産動植物等取扱事業者への譲渡し又は引渡しをするときは、農林水産省令で定

めるところにより、その包装、容器又は送り状への表示その他の方法により、当該特

定第一種第二号水産動植物等の名称、当該特定第一種第二号水産動植物等（加工品に

あっては、その原材料である特定第一種第二号水産動植物）の採捕に使用した船舶等

の名称及び前条第一項に規定する重量その他農林水産省令で定める事項を、当該他の

特定第一種水産動植物等取扱事業者に伝達しなければならない。 

 ２ 輸入・養殖特定第一種第二号水産動植物等についての前項の規定の適用については、

同項中「当該特定第一種第二号水産動植物等（加工品にあっては、その原材料である

特定第一種第二号水産動植物）の採捕に使用した船舶等の名称及び前条第一項に規定
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する重量」とあるのは、「輸入・養殖特定第一種第二号水産動植物等である旨」とす

る。 

 ３ 前条第二項の規定は、第一項（前項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による特定第一種水産動植物等取扱事業者間における情報の伝達につい

て準用する。 

  （特定第一種第二号水産動植物等に関する取引の記録の作成及び保存） 

 第九条 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、特定第一種第二号水産動植物等につい

て他の特定第一種水産動植物等取扱事業者（これに準ずる者として農林水産省令で定

めるものを含む。）との間での譲渡し等をしたとき、又は廃棄若しくは亡失をしたと

きは、農林水産省令で定めるところにより、当該特定第一種第二号水産動植物等に関

する第六条第一項第一号から第四号までに掲げる事項その他農林水産省令で定める事

項の記録を作成し、当該譲渡し等又は当該廃棄若しくは亡失をした日から農林水産省

令で定める期間保存しなければならない。ただし、少量の特定第一種第二号水産動植

物等について廃棄又は亡失をした場合その他の農林水産省令で定める場合は、この限

りでない。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 附則第三条及び第八条の規定 公布の日 

 二 第一条中漁業法第五十二条に一項を加える改正規定、同法第百九十六条の改正規定、

同法第百九十五条の改正規定、同法第百九十四条の改正規定（「前条第三号」を「前

条第五号」に改める部分に限る。）、同法第百九十三条の改正規定、同法第百九十一

条の改正規定、同法第百九十条の改正規定及び同法第百八十九条の改正規定並びに次

条の規定 公布の日から起算して二十日を経過した日 

 三 附則第五条第二項及び第六条の規定 公布の日から起算して一年六月を超えない範

囲内において政令で定める日 

 （経過措置） 

第二条 前条第二号に掲げる規定の施行の日からこの法律の施行の日（以下「施行日」と

いう。）の前日までの間における第一条の規定（同号に掲げる改正規定を除く。）によ

る改正前の漁業法第百九十七条の規定の適用については、同条中「前条第一号若しくは

第二号」とあるのは、「前条第一項」とする。 

第三条 農林水産大臣は、第二条の規定による改正後の特定水産動植物等の国内流通の適

正化等に関する法律（以下「新流通適正化法」という。）第二条第一項第二号イ及びロ

の農林水産省令を定めようとするときは、施行日前においても、同条第九項の規定の例

により、水産政策審議会に諮問することができる。 

-18-



第四条 新流通適正化法第七条から第九条までの規定は、施行日以後に採捕される新流通

適正化法第二条第二項に規定する特定第一種第二号水産動植物及びこれを原材料とする

加工品である特定第一種第二号水産動植物等（同条第四項に規定する特定第一種第二号

水産動植物等をいう。次条において同じ。）について適用する。 

第五条 この法律の施行の際現に特定第一種第二号水産動植物等の販売、輸出、加工、製

造又は提供の事業を行っている者についての新流通適正化法第十一条第一項の規定の適

用については、同項中「その事業の開始の日から二週間以内に」とあるのは、「漁業法

及び特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（令和

六年法律第六十六号）の施行の日から一月以内に」とする。 

２ 施行日以後において特定第一種第二号水産動植物等の販売、輸出、加工、製造又は提

供の事業を行おうとする者は、施行日前においても、新流通適正化法第十一条第一項の

規定の例により、農林水産大臣に届け出ることができる。この場合において、その届出

をした者は、施行日において同項の規定による届出をしたものとみなす。 

第六条 新流通適正化法第十四条第一項の規定による指定、新流通適正化法第二十条第一

項の認可及び新流通適正化法第二十九条第一項の規定による公示並びにこれらに関し必

要な手続その他の行為は、施行日前においても、新流通適正化法第十五条から第十七条

まで、第二十条第一項から第三項まで及び第二十九条第一項の規定の例により行うこと

ができる。この場合において、当該指定、認可及び公示は、施行日において新流通適正

化法第十四条第一項、第二十条第一項及び第二十九条第一項の規定によりされたものと

みなす。 

第七条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第九条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれ

の法律の規定について、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （地方自治法の一部改正） 

第十条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）の項第二号中「第百八十六条」

を「第百八十七条」に改める。 

 （電気通信事業法の一部改正） 

第十一条 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）の一部を次のように改正する。 

  第百四十条第一項及び第百四十一条第五項中「第百八十三条」を「第百八十四条」に
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改める。 

 （持続的養殖生産確保法の一部改正） 

第十二条 持続的養殖生産確保法（平成十一年法律第五十一号）の一部を次のように改正

する。 

  第四条第一項中「漁業法第百八十三条」を「同法第百八十四条」に改める。 

  第七条第一項及び第九条第五項中「第百八十三条」を「第百八十四条」に改める。 

（農林水産・内閣総理大臣署名） 
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東京都漁業調整規則改正について（概要） 

 
改正項目 
1. 遊漁者の漁具漁法の制限について（第 40 条第１項） 
2. 刑法改正に伴う該当箇所の手当について（第 54 条第１項） 
3. 文言の適正化（第 54 条第１項及び第 57 条第 55 条） 
 
改正概要 
1. 遊漁者の漁具漁法の制限について（第 40 条第１項） 

(1) 背景 
 東京都漁業調整規則（昭和 40 年東京都規則第 160 号、以下「規則」という。）では規則
制定当初から遊漁者によるまき餌を使用した遊漁（以下、「まき餌釣り」という。）は認めら
れておらず、同様の規制は全国の約半数で設けられていた。しかしながら、時代の変化とと
もに全国的にまき餌釣りは遊漁者の間で一般的となり、規則と実態が乖離した状態となっ
た。これに対して平成 14 年には水産庁からまき餌釣りの全面的な禁止措置の見直しについ
て言及した通知を発出されたこともあり、こうした措置の見直しが全国的に進んだ。 

東京都においては、令和３年に改訂した水産業振興プランの中で、漁業とレジャーの間で
調和のとれた海面利用が行われるためにまき餌釣りなどについて、制度を見直した上で、地
域ごとに実態に即したルール作りを進めていくこととした。これらのことから規則を改正
したうえで、必要な制限を設け、秩序ある遊漁を実現する必要がある。 

 
(2) 改正内容 

 規則第 40 条第 1 項中の「（まき餌釣りを除く。）」を削除する。 
 

(3) 現状と課題 
① 東京都海面では、まき餌釣りが一般的に行われており、規則と実態が乖離した状況が生

じている。 
② まき餌は海釣りには欠かせないものとなっており、釣り客の誘致のため、観光業や遊漁

船業からの禁止解除の要望がある。 
③ 一方で規制緩和による海洋環境や水産資源への影響を漁業関係者は懸念している。 

 
(4) 規則改正に向けた都の取り組み 

  令和 4・５年度に漁業関係者を中心とした海面利用関係者に対して規則改正及び改正後の
まき餌釣りに関する制限について対談・ヒアリングを実施。対談・ヒアリングをもとに海区
委員会指示案を作成するとともに、各地域の地元ルールによる制限を検討。 

令和５年度の各地区の海面利用協議会では海区委員会指示及び地元ルールにより、まき
餌釣りをはじめとした遊漁に一定の制限を加えることを説明し、規則改正について同意を
得た。 

令和 6 年度には規則改正について広く一般都民等に対して意見募集を行うとともに関係
県（千葉県・神奈川県・静岡県）に意見照会を行い、いずれも反対意見はなかった。 

 
(5) 今後のまき餌釣りに対する取り組み 

 改正規則の施行と同日に海区委員会指示を発出し、まき餌の使用について統一的な制限
を設けるほか、地域ごとに実態に見合った地元ルールの策定をさらに進め、秩序ある海面利

別紙 3 
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用の実現に取り組んでいく。 
 
 

2. 刑法改正に伴う該当箇所の手当について（第 54 条第１項） 
(1) 背景 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 67 号）が令和４年６月 17 日に公布さ
れ、令和７年６月１日から施行される。改正の内容は、刑事施設における受刑者の処遇及び
執行猶予制度等のより一層の充実を図るため、懲役及び禁錮を廃止して、拘禁刑を創設等す
るものである。このうち拘禁刑の創設については、漁業調整規則において条文上の手当てが
必要となることから、規則において、関係条文を改正する。 

 
(2) 改正内容 

規則第 54 条第１項中「懲役」を「拘禁刑」とする。 
 
 

3. 文言の適正化（第 54 条第１項及び第 57 条第 55 条） 
(1) 背景 

 両罰規定の対象となる規定（規則第 54 条及び第 57 条第 55 条）について、自然人を対象
とすることを明確化する。 
 本改正は遊漁船業法の改正や消費税法の改正においても同様の改正があり、一律的に文
言を見直すものである。 
 

(2) 改正内容 
 規則第 54 条第１項中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に、同項各号中
「者」を「とき。」に改め、規則第 57 条第 55 条中「者」を「ときは、当該違反行為をした
者」とする。 
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東
京
都
漁
業
調
整
規
則
（
昭
和
四
十
年
東
京
都
規
則
第
百
六
十
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

第
一
条
か
ら
第
三
十
九
条
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

（
遊
漁
者
等
の
漁
具
漁
法
の
制
限
） 

第
四
十
条 

何
人
も
、
次
に
掲
げ
る
漁
具
又
は
漁
法
以
外
の
漁
具
又
は
漁
法
に
よ
り

水
産
動
植
物
を
採
捕
し
て
は
な
ら
な
い
。 

一 

竿
釣
り
及
び
手
釣
り
（
削
除
） 

二
か
ら
六
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

２
か
ら
３
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
四
十
一
条
か
ら
第
四
十
六
条
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

（
衛
星
船
位
測
定
送
信
機
等
の
備
付
け
命
令
） 

第
四
十
七
条
（
現
行
の
と
お
り
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
を
受
け
た
者
は
、
通
信
の
妨
害
そ
の
他
の
当
該
命

令
に
係
る
電
子
機
器
の
機
能
を
損
な
う
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
四
十
八
条
か
ら
第
五
十
三
条
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
五
十
四
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
違
反
行
為

を
し
た
者
は
、
六
月
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、

又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。 

一 

第
三
十
四
条
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
、
第
三

十
八
条
第
一
項
、
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
、
第
三
十
九
条
、
第
四
十
二
条
第

一
項
又
は
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き
。 

二 

第
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
付
け
た
条
件
に
違
反
し
た
と
き
。 

三 

第
二
十
四
条
第
一
項
、
第
四
十
二
条
第
二
項
又
は
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
く
命
令
に
違
反
し
た
と
き
。 

 

改
正
案 

 

第
一
条
か
ら
第
三
十
九
条
ま
で
（
略
） 

（
遊
漁
者
等
の
漁
具
漁
法
の
制
限
） 

第
四
十
条 

何
人
も
、
次
に
掲
げ
る
漁
具
又
は
漁
法
以
外
の
漁
具
又
は
漁
法
に
よ
り

水
産
動
植
物
を
採
捕
し
て
は
な
ら
な
い
。 

一 

竿
釣
り
及
び
手
釣
り
（
ま
き
餌
釣
り
を
除
く
。
） 

二
か
ら
六
ま
で
（
略
） 

２
か
ら
３
ま
で
（
略
） 

第
四
十
一
条
か
ら
第
四
十
六
条
ま
で
（
略
） 

（
衛
星
船
位
測
定
送
信
機
等
の
備
付
け
命
令
） 

第
四
十
七
条 

（
略
） 

（
新
設
） 

 

第
四
十
八
条
か
ら
第
五
十
三
条
ま
で
（
略
） 

第
五
十
四
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
六
月
以
下
の
懲
役
若

し
く
は
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。 

 
一 
第
三
十
四
条
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
、
第

三
十
八
条
第
一
項
、
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
、
第
三
十
九
条
、
第
四
十
二

条
第
一
項
又
は
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者 

二 

第
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
付
け
た
条
件
に
違
反
し
た
者 

三 

第
二
十
四
条
第
一
項
、
第
四
十
二
条
第
二
項
又
は
第
四
十
六
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
く
命
令
に
違
反
し
た
者 

 

現
行 
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２
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
五
十
五
条 

第
二
十
六
条
第
一
項(

第
四
十
四
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。)

、
第
三
十
二
条
、
第
四
十
条
第
一
項
又
は
第
四
十
一
条
第
一
項
の

規
定
に
違
反
し
た
と
き
は
、
当
該
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
科
料
に
処
す
る
。 

 

第
五
十
六
条
か
ら
第
五
十
七
条
ま
で
（
現
行
の
と
お
り
） 

 

改
正
案 

 

２
（
略
） 

第
五
十
五
条 

第
二
十
六
条
第
一
項(

第
四
十
四
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。)

、
第
三
十
二
条
、
第
四
十
条
第
一
項
又
は
第
四
十
一
条
第
一
項
の

規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
科
料
に
処
す
る
。 

 

第
五
十
六
条
か
ら
第
五
十
七
条
ま
で
（
略
） 

 

現
行 
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